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完 了 報 告 書 

記入年月日 2026年 2月 16日 

採択団体名 久留米市コミュニティ防災教育推進協議会 
 

■事業概要 

基本情報 

事業名 住民を中心に多様な主体と協働で地区防災計画をつくるコミュニティ防災教育事業 

事業内容 

事業内容①：地区防災計画ワークショップ（各モデル校区） 

事業内容②：防災教育プログラム 

事業内容③：防災教育コーディネーターの実践型育成 

事業内容④：成果整理・普及 

事業背景 

近年、自然災害の頻発・激甚化により、地域防災力の向上が重要な課題となっている。特に中核市

においては、人口集積や地域コミュニティの希薄化、災害時要配慮者の増加などにより、行政主導のみ

では十分な対応が難しく、地域主体による地区防災計画の策定と実践が求められている。 

久留米市においても、地区防災計画の重要性は認識されているものの、住民参加や実効性の確保

が課題となってきた。また、防災教育についても、単発的な講座や訓練にとどまり、地域の合意形成や

具体的な計画づくりへ十分に結びついていない現状がある。特に、高齢者、障がい者、乳幼児、医療的

ケアを必要とする方など、災害時要配慮者への対応については、地域全体での共有や事前の準備が十

分とは言えない状況であった。 

本事業では、防災教育を計画づくりと一体的に進め、多様な主体が地域課題や災害リスクを共有し

ながら、実効性の高い地区防災計画を策定することを目的としている。 

コミュニティ 

設立の経緯 

本事業では、地区防災計画を実効性あるものとするため、地域住民に加え、企業、社会福祉法人、医

療機関、大学、課外学習施設など多様な主体と連携する防災教育コミュニティを設立した。連携団体の

選定にあたっては、災害時の役割が想定できることに加え、平時から地域と関わりを持ち、継続的な

参画が可能である点を重視した。 

本コミュニティは、これまでの防災教育の取組において、学びが地域全体の合意形成や計画づくり

へ十分につながっていなかったという課題を踏まえ、防災教育を「学習」から「実践」へ発展させること

を目的に形成した。地区防災計画の策定を共通目標とすることで、教育と計画を一体的に進める体制

を整えた。 

コミュニティの立ち上げにあたっては、モデル小学校区を単位とし、既存の地域活動や課外事業と

連携することで、参加者の負担を抑えた運営を工夫した。また、子どもから高齢者まで多世代が参加

できる防災教育を実施し、災害時要配慮者への対応についても当事者や支援者の意見を計画に反映

するよう努めた。 

一方で、中核市という都市的特性から関係主体が多く、防災に対する意識や優先度の違いを調整す

る必要があったが、ワークショップ等を通じて地域課題を可視化し、「地区防災計画の策定」という明

確な目的を共有することで、協働体制の構築につなげることができた。 
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本事業に関する過去

の取り組み内容 

「そなえるくるめ」は、２０２１年に福岡県久留米市で開始した、地域に根ざした防災・共助の取組で

ある。自然災害が頻発する中、災害時に支援が届きにくい人々への対応を地域全体で見直し、日常的

な住民同士のつながりを通じて「備える」ことを重視してきた。２０２４年度からは休眠預金を活用した

事業として再編され、これまでの理念と成果を継承・発展させる後継事業として位置づけられている。 

本取組では、平時に育まれた関係性が災害時に自律的に機能する「キドウ（起動・機動）」する地域づ

くりを目指し、住民同士の学びや交流を重ねてきた。 

具体的には、市内約６０か所に平時と災害時の相互扶助の起点となる「小さな拠点」を整備し、イベ

ントや研修を通じて顔の見える関係性の構築を進めている。また、地域ごとに１２名の地域コーディネ

ーターを配置し、企画・調整の中心として伴走支援を行ってきた。 

さらに、医療的ケア児や障がい者など災害時要配慮者への支援について、地域主導で計画策定や訓

練を行う先進的な取組を実践している。これらの実績を基盤に、本事業では地区防災計画と防災教育

を一体的に進め、地域主体の持続可能な防災文化の定着を目指す。 

事業体制 

事業内容①：地区防災計画ワークショップ 各7校区 

 （竹野校区、宮の陣校区、金丸校区、日吉校区、西国分校区、安武校区、山川校区） 

事業内容②：防災教育プログラム ５事業企画運営 

・ 避難訓練（障害者・外国人対象） 

・ 子ども・親子防災キャンプ 

・ 炊き出し講座 

・ 赤ちゃん防災講座 

・ 防災講座（専門家） 

事業内容③：防災教育コーディネーターの実践型育成 

事業内容④：成果整理・普及 コンソーシアム企画開催（４回） 

全体スケジュール 

事業内容①：地区防災計画ワークショップ（各モデル校区） 

<9月～10月中旬> 

・ 各校区にて、地域へ説明会開催 

・ ワークショップ開催に向けて準備 

<11月下旬～12月下旬> 

・ 各校区にて、ワークショップ開催 

事業内容②：防災教育プログラム 

<9月～10月中旬> 

・ 炊き出し講座・・・・・・・・・・・篠山校区 

<11月下旬～12月下旬> 

・ 避難訓練（障害者・外国人対象）・・さわるハザードマップ作成（視覚障害者向け） 

・ 子ども・親子防災キャンプ・・・・LEDペットボトル、簡易トイレ作成、キッズ防災士育成、防災クエスト 

・ 炊き出し講座・・・・・・・・・・・かなまるシェ、旧青峰小学校、ガス炊飯訓練、竹野校区、くるめウス、み

ずま総合支所 

・ 防災講座（専門家）・・・・・・・・防災授業 

事業内容③：防災教育コーディネーターの実践型育成 
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事業内容④：成果整理・普及 

令和７年１１月 ４日  第１回 官民協働コンソーシアム開催 

令和７年１２月２４日  第２回 官民協働コンソーシアム開催 

令和７年 １月１０日  第３回 官民協働コンソーシアム開催予定 

令和７年 ２月２７日  第４回 官民協働コンソーシアム開催予定 

事業目標・事業成果 

事業目標全般 

(教育提供者側) 

防災教育の提供者（採択団体等） 

・ 地区防災計画ワークショップを 7校区において各校区で複数回（２～3回）実施する 

（竹野校区、宮の陣校区、金丸校区、日吉校区、西国分校区、安武校区、山川校区） 

・ 各校区において、地域住民、企業、社会福祉法人、医療機関、大学等が参加する多主体協働型の防

災教育の場を構築する 

・ 防災教育コーディネーターを実践型で一定数育成し、地域での活動につなげる 

・ 防災教育を、知識提供にとどまらず、地区防災計画の策定・見直しにつなげる実践型プログラムと

して確立する 

・ 多様な主体の役割や強みを整理し、災害時の連携体制が可視化された計画づくりを支援する 

・ 中核市・久留米市における都市型地区防災計画の推進モデルを整理・蓄積し、他校区・他自治体へ

の展開につなげる 

事業成果全般 

(教育提供者) 

・ 地区防災計画ワークショップについては、久留米市内 7校区（竹野・宮の陣・金丸・日吉・鳥飼・安

武・山川）を対象に実施体制を整備し、複数校区において第 1回目のワークショップを開催した。各

地区によって開催回数や課題は異なるが、地域の状況に合わせ進行中。 

・ 各校区において、地域住民に加え、企業、社会福祉法人、医療機関、大学等の参加を想定した多主

体協働型の防災教育の場づくりに着手した。一方で、校区によっては多様な参加者の選定や参画

調整に時間を要しており、地域特性に応じた関係構築の重要性が明らかになった。 

・ 防災教育を単発の学習機会に終わらせず、地区防災計画の策定・見直しにつなげる実践型プロセ

スとして設計し、ワークショップを通じて地域課題や災害時の役割分担を可視化する取組を開始し

た。 

・ ワークショップの中で、多様な主体の役割や強みを整理し、災害時の連携体制を意識した意見整

理・合意形成の手法を蓄積している。 

・ 防災教育コーディネーターについては、今後の育成を見据え、求められる役割や活動像を明確化

し、実践型育成プログラムの設計段階に入った。 

・ 中核市である久留米市の都市的特性を踏まえ、多主体が関与する地区防災計画推進の進め方や

課題を整理し、今後の他校区展開や他自治体への応用に向けた基礎的知見を蓄積している。 
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事業目標全般 

(参加者側) 

防災教育の参加者（地域への波及効果、学生の理解度等） 

・ 7校区それぞれにおいて、住民、関係団体等が参加する地区防災計画ワークショップに一定数以上

の参加を確保する 

・ 高齢者、障がい者、乳幼児、医療的ケアを必要とする方など、災害時要配慮者の視点を反映した意

見収集を各校区で実施する 

・ 防災教育への参加を通じ、7校区すべてで地区防災計画の策定または更新に住民が参画する 

・ 住民が地域の災害リスクや課題を自ら認識し、防災を「自分ごと」として捉える意識を醸成する 

・ 災害時要配慮者への対応について、支援する側・される側が共に考える関係性を地域内に形成す

る 

・ 地区防災計画を基に、避難訓練や日常の地域活動へと防災の取組が継続的に展開される状態を

目指す 

事業成果全般 

(参加者側) 

・ 久留米市内 7校区において実施している地区防災計画ワークショップには、地域住民、自治会関

係者、関係団体等が参加し、各校区で一定数以上の参加を確保できており、防災をテーマとした対

話の場が形成されている。 

・ ワークショップへの参加を通じて、住民が自らの居住地域における災害リスクや課題について意見

を出し合い、防災を「自分ごと」として捉える意識の醸成が進みつつある。 

・ 災害時要配慮者（高齢者、障がい者、乳幼児、医療的ケアを必要とする方等）への対応については、

当事者視点を計画に反映する重要性に関する説明や問題提起を実施しており、参加者の理解促進

と意識づけが図られている。一方で、具体的な意見収集や反映については、今後のワークショップ

での実施を予定している。 

・ 防災教育への参加をきっかけに、住民が地区防災計画の策定・更新プロセスに関心を持ち、計画づ

くりに参画する主体としての意識が芽生え始めている。 

・ 災害時要配慮者への支援について、「支援する側」「支援を受ける側」という一方向の関係ではな

く、地域全体で共に考える必要性が共有され始めている。 

・ 地区防災計画を起点として、今後は避難訓練や日常の地域活動へと防災の取組を展開していくこ

とについて、参加者間で共通認識が形成されつつある。 

展開できる 

知見やノウハウ 

本事業の取組から、防災教育を単発的な講座として実施するのではなく、地区防災計画の策定を見

据えた対話のプロセスとして位置づけることが、住民参加や主体性を促す一助となることが見え始め

ている。また、モデル小学校区を単位とし、既存の地域活動と連携することで、都市部・中核市におい

ても無理のない形で防災教育を展開できる可能性が示唆されている。多主体協働においては、災害

時の役割を起点に関係者を巻き込むことが、参加のきっかけづくりとして有効である場面が見られて

いる。 

コミュニティ防災教

育の重要な観点 

地域で防災教育を進めるにあたっては、知識の提供にとどまらず、地域課題を共有し合意形成へつ

なげる視点が重要であることが改めて認識されている。また、誰もが参加しやすい場づくりや、既存の

地域の枠組みを活用する工夫により、継続的な取組につながりやすくなる。さらに、災害時要配慮者

への対応については、早い段階から地域全体のテーマとして扱い、段階的に理解と関係性を深めてい

く視点が不可欠である。 
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残課題等 

・ 校区ごとに事業の進捗や参加状況に差が見られており、地域特性や成熟度の違いを踏まえなが

ら、それぞれに応じた支援や進め方を整理していく必要がある。 

・ 多主体協働の実現に向け、企業や医療・大学等の関与を広げるため、参加の意義や災害時に想定

される役割をより具体的に示していくことが課題である。 

・ 災害時要配慮者の視点を具体的に計画へ反映する段階には至っておらず、当事者や支援者が無理

なく関われる参加方法や、段階的な意見収集の進め方を検討していく必要がある。 

・ 防災教育コーディネーターの育成は今後本格化する段階であり、実践を通じた育成と、活動を継続

できる環境づくりをどのように両立させるかが今後の展望である。 
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■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（宮の陣校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

宮の陣校区において、これまでの防災活動の蓄積を踏まえた地区防災計画の策定につなげる 

校区の地理的条件や災害の歴史を踏まえ、地域特性を反映した防災教育プログラムの知見を整理・蓄

積する 

既存の地域主体の活動の中に、防災計画の視点を組み込む手法を検討する 

事業内容①目標 

(参加者側) 

自身の生活圏において、どこにどのような災害リスクがあるのかを改めて考える機会とする 

これまで行われてきた防災活動や取り組みを振り返り、強みや課題を整理する 

宮の陣校区における防災を、過去の経験と現在の暮らしをつなげて考える視点を持つ 

事業内容① 

実施内容 A 

（実施日：10/6） 

■具体的な取り組み内容 

第 1回開催 キックオフ 

地区防災計画ワークショップ（宮の陣校区） 

実施日：2025年 10月 6日 

宮の陣校区における地区防災計画づくりのキックオフ

として、これまで校区で取り組まれてきた防災活動の振

り返りを中心としたワークショップを実施した。 

校区では、平成24年度以降、校区自主防災会を軸に各

自治会が避難訓練を実施し、平成 28 年度からは体制

強化を進めてきた。熊本地震発生時には自治会間で被

災状況を共有し、その後も防災行政無線・防災メールを

活用した訓練や、防災資機材を用いた校区全体での総

合訓練を継続している。 

令和2年度には校区防災士会を組織し、令和6年4月

時点で防災士 11名、防災リーダー27名の計 38名が

活動している。また、令和6年度には宮の陣小学校と連

携し、避難ルートや危険箇所の踏査を行い、児童による

防災マップ作成につなげるなど、学校との協働も進め

ている。 

本ワークショップでは、これらの取組を整理・共有し、今

後の地区防災計画策定に向けた基礎的な整理と共通理

解を図った。 

写真・図など 

事業内容① 

実施内容 B 

（実施日：11/29） 

地域防災勉強会（地区防災計画ワークショップ・宮の陣

校区） 

（宮の陣校区の災害の歴史） 

実施日：2025年 11月29日 

■具体的な取り組み内容 

宮の陣校区における地区防災計画づくりの初期段階と

写真・図など 
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して、地域防災勉強会を実施した。筑後川や橋の名称、

地名の由来などを手がかりに、地域がこれまで経験し

てきた災害の歴史を学び、現在の地域環境と照らし合

わせながら災害リスクについて共有した。また、これま

で校区で行われてきた防災活動を振り返り、今後の地

区防災計画につなげるための意見交換を行った。 

■成果（参加者側） 

地域の災害の歴史を知ることで、自分たちの暮らす地

域特有のリスクへの理解が深まり、防災を「自分ごと」と

して捉えるきっかけとなった。あわせて、これまでの防

災活動を整理し、地区防災計画としてまとめていく必要

性について、参加者間で認識を共有することができた。 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

既に一定の防災活動の経験がある参加者が多く、地区防災計画という新たな枠組みとの関係性が分

かりにくい場面があった。 

■乗り越えた方法 

これまでの取り組みを否定せず、「これまでの活動をどう計画として整理するか」という視点で説明や

進行を工夫した。 

事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

地域主体の会合や集まりの中で防災の話題を取り上げることで、幅広い住民に情報を届けることを

意識した。新たな場を設けるのではなく、既存の地域活動と連動させることで、参加のハードルを下

げた。 

事業内容① 

残課題等 

 これまでの防災活動の内容を、地区防災計画としてどのように整理・位置づけるかが今後の課題 

 防災に関わる担い手が固定化しており、若い世代や新たな層の参画促進が必要 

 災害の歴史を踏まえた気づきを、具体的な行動や役割分担へどう落とし込むか検討が必要 

 今後のワークショップでは、計画策定を見据えたより具体的な議論の場づくりが求められる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（宮ノ陣校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

〔定量目標〕 

地域住民・入居者を含む 20名以上の参加による実践訓練の実施 

建物キャパシティ・動線・設備活用の検証項目を 5項目以上整理 

関係機関（行政・社会福祉法人等）との連携実績を構築 

〔定性目標〕 

指定避難所外施設での受入訓練モデルを構築する 

福祉施設と地域住民の協働型訓練の実践知を蓄積する 

「訓練」ではなく「継続的サークル活動」としての防災意識向上の枠組みを試行する 

事業内容①目標 

(参加者側) 

〔定量目標〕 

年齢層を超えた多世代参加（8歳～91歳）による共同訓練の実施 

参加者全員が「自分にできること」を 1つ以上言語化する 

避難所設営・炊出し・点呼など複数の役割体験を実施 

〔定性目標〕 

災害時に安全に避難できる近隣施設を認識する 

「支援される側／する側」という固定観念を超えた役割意識を持つ 

防災を特別な活動ではなく、日常の延長として捉える 

事業内容① 

実施内容C 

（実施日：1/6） 

■具体的な取り組み内容 

指定避難所ではなく、福祉施設を活用した小規模共同

避難訓練を実施した。 

筑後川流域に位置し、水害リスクを抱える地域特性を踏

まえ、「浸水時に遠方の指定避難所へ移動する困難さ」

という住民の声を出発点とした。 

訓練は「大規模訓練」ではなく「少人数サークル形式」と

し、以下を実施した。 

・ 建物キャパシティおよび設備スペックの検証 

・ 点呼および健康状態確認 

・ 避難所設営体験 

・ 炊出し体験 

・ ディスカッション（自分にできることの共有） 

災害時の役割を、日常生活の延長（家事手伝い・準備片

付け等）として捉え直す工夫を行った。 

■成果（参加者） 

多世代が同じ空間で避難体験を共有し、「自分にもでき

る役割がある」という意識が生まれた。 

入居者からは「子どもの話し相手ができる」との発言が

あり、子どもからは「お母さんの手伝いを頑張る」とい

写真・図など 
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った声が挙がるなど、支援の双方向性が確認すること

ができた。 

防災を“特別な行為”ではなく、“日常の延長”として捉

える視点が参加者間で共有された。 

■成果（提供者） 

指定避難所外の福祉施設で受入訓練を行う際の課題

（人的負担・備品不足・運営調整）を具体的に把握するこ

とができた。 

行政（久留米市防災対策課）や社会福祉法人との連携に

より、実践的な協働モデルを構築。 

「サークル形式」という心理的ハードルを下げた手法の

有効性を確認した。 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

入居者を抱える福祉施設における訓練は、職員負担や通常サービスとの両立が大きな課題であるこ

とが判明。 

避難所設営用テント等の備品が施設内に整備されていなかった。 

若い世代の参加拡大が難しい。 

■乗り越えた方法 

久留米市防災対策課より避難所テントを借用 

社会福祉法人拓くより炊出し道具を借用 

実施前に利用場所・参加人数・段取りを丁寧に調整 

「訓練」ではなく「サークル活動」として位置付け、心理的ハードルを下げた 

事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

・ 「初級編」と位置付け、難易度を下げた設計 

・ 炊出し＝家事手伝い、設営＝準備片付けと日常行動に置き換え 

・ 少人数で語り合える規模に限定 

・ 役割体験を通して“当事者意識”を醸成 

事業内容① 

残課題等 

■中間報告時点での残タスク 

・ 継続的なサークル活動としてのカリキュラム設計（初級・中級・上級等） 

・ 福祉施設での受入基準・運営マニュアル整理 

・ 若年層参加拡大の仕組みづくり 

■明らかになった課題（制度・人材・運営体制等） 

・ 福祉施設における訓練実施時の職員負担の大きさ 

・ 指定避難所外施設の物資整備体制不足 

・ 若い世代の時間的制約による参加難 

・ 防災士・防災リーダーの現場経験機会の不足 

■今後に向けた計画変更・発展 

・ サークル認定制度やコンテスト等による参加価値の向上 

・ 防災士・防災リーダー向け実践型プログラムの開発 
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・ 校区単位の防災連携モデルとして発展させる 

・ 指定避難所外施設の活用可能性を地区防災計画に位置付ける 
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■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（山川校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

・ 山川校区において、地域の実情を踏まえた地区防災計画の策定に向けたプロセスを構築する 

・ 災害時要配慮者（高齢者、障がい者、乳幼児、医療的ケアを必要とする方等）について、把握方法、

支援の考え方、避難先確保の方向性を整理する 

・ ワークショップ運営を通じて、都市部校区における地区防災計画策定の進め方に関するノウハウ

を蓄積する 

事業内容①目標 

(参加者側) 

・ 自身の生活圏において、どこにどのような災害リスクがあるのかを考え、共有できるようになる 

・ 地域にある防災備品やその保管場所、鍵の所在等について、平時から把握する意識を高める 

・ 地区防災計画づくりを、行政任せではなく地域全体で考えるものとして捉えるようになる 

事業内容① 

実施内容 A 

（実施日：１２/１６） 

■具体的な取り組み内容 

山川校区において、地区防災計画策定に向けたキッ

クオフとして第 1 回ワークショップを実施した。事業の

趣旨や地区防災計画の位置づけを共有した上で、校区

内の地理的特徴、過去の災害事例、災害時に想定され

るリスクについて意見交換を行った。また、防災備品や

避難場所の現状について確認し、今後の検討に向けた

論点整理を行った。 

■成果(提供者 or参加者) 

地域内の災害リスクや防災体制について改めて認識

し、「自分たちの校区の防災をどう考えるか」という共

通の問題意識が形成され始めた。地区防災計画づくり

への関心が高まり、継続的な参加意欲が見られた。 

写真・図など 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

初回のワークショップでは、参加者の防災に関する知識や経験に差があり、議論が抽象的になりや

すい場面が見られた。 

■乗り越えた方法 

重ねるハザードマップや具体的な地域事例を用いて話題を具体化し、参加者が自身の生活と結び

つけて考えられるよう進行方法を工夫した。 

事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

既存の地域活動や顔の見える関係性を活かし、参加や発言しやすい雰囲気づくりを重視した。ま

た、専門用語を避け、日常生活の延長として防災を考えられるよう配慮した説明と進行を行った。 

事業内容① 

残課題等 

・ 地区防災計画としての具体的な整理には至っておらず、今後、意見を構造化し計画案としてまと

める作業が残っている 

・ 災害時要配慮者の把握やマッチング、避難先確保については、個人情報の取扱いや関係機関との

連携方法を含めた検討が必要 

・ 医療・福祉・企業等の多主体参画が十分とは言えず、次回以降のワークショップで関与拡大が課題 

・ ワークショップの成果を、避難訓練や日常の地域活動へどのようにつなげていくかについて、具体

的な展開方法を検討する必要がある 
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■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（山川校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

・ 山川校区において、地域の実情を踏まえた地区防災計画の策定に向けたプロセスを構築する 

・ 災害時要配慮者（高齢者、障がい者、乳幼児、医療的ケアを必要とする方等）について、把握方法、

支援の考え方、避難先確保の方向性を整理する 

・ ワークショップ運営を通じて、都市部校区における地区防災計画策定の進め方に関するノウハウ

を蓄積する 

事業内容①目標 

(参加者側) 

・ 自身の生活圏において、どこにどのような災害リスクがあるのかを考え、共有できるようになる 

・ 地域にある防災備品やその保管場所、鍵の所在等について、平時から把握する意識を高める 

・ 地区防災計画づくりを、行政任せではなく地域全体で考えるものとして捉えるようになる 

事業内容① 

実施内容 A B 

2025 年 12 月 16

日（第 1回ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ） 

2026年1月28日

（第２回ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ） 

■具体的な取り組み内容 

山川校区において、地区防災計画策定に向けたキック

オフとして第 1 回ワークショップを実施した。事業の趣

旨および地区防災計画の位置づけを共有した上で、校

区内の地理的特徴、過去の災害事例、災害時に想定さ

れるリスクについて意見交換を行った。あわせて、防災

備品や避難場所の現状確認を行い、今後の検討に向け

た論点整理を行った。 

その後、2026 年 1 月 28 日には、山川校区の関係者

とともに、いちょうの杜山川において地区防災計画作

成に向けた打ち合わせを実施した。打ち合わせでは、前

回ワークショップに参加したメンバーが分担して確認し

た事項について報告を行い、小学校・中学校・コミュニ

ティセンターにおける備蓄品の所在や管理方法等につ

いて情報共有を行った。 

また、避難所開設時の運用を見据え、鍵の管理方法や

開錠者の役割、災害時の連絡体制など、事前に調査・確

認した内容をもとに、現状で見えてきた課題を整理す

ることができた。 

さらに今後に向けては、年 2 回実施している自主防災

活動について、役員以外の住民も含めたより多くの参

加につなげる工夫や、地域イベント等の機会を活用しな

がら防災の取組を具体化していく方向性について意見

交換を行った。これまでの検討や確認の蓄積を活かし、

地区防災計画に必要な事項を一つずつ実務に落とし込

み、次の取組につなげていくことを関係者間で共有す

る場となった。 

 

写真・図など 
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■成果（提供者・参加者） 

ワークショップおよびその後の打ち合わせを通じて、地

域内の災害リスクや防災体制についての理解が深ま

り、「自分たちの校区の防災を自分たちで考える」とい

う共通の問題意識が醸成された。 

また、備蓄品管理や避難所運営など、これまで十分に整

理されていなかった具体的事項が可視化され、地区防

災計画策定に向けた検討が段階的に前進した。継続的

な話し合いへの参加意欲も確認でき、計画づくりを進

めていくための土台形成につながった。 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

初回のワークショップでは、参加者の防災に関する知識や経験に差があり、議論が抽象的になりやす

い場面が見られた。 

■乗り越えた方法 

重ねるハザードマップや具体的な地域事例を用いて話題を具体化し、参加者が自身の生活と結びつ

けて考えられるよう進行方法を工夫した。 

事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

既存の地域活動や顔の見える関係性を活かし、参加や発言しやすい雰囲気づくりを重視した。また、

専門用語を避け、日常生活の延長として防災を考えられるよう配慮した説明と進行を行った。 

事業内容① 

残課題等 

・ 地区防災計画としての具体的な整理には至っておらず、今後、意見を構造化し計画案としてまと

める作業が残っている 

・ 災害時要配慮者の把握やマッチング、避難先確保については、個人情報の取扱いや関係機関との

連携方法を含めた検討が必要 

・ 医療・福祉・企業等の多主体参画が十分とは言えず、次回以降のワークショップで関与拡大が課題 

・ ワークショップの成果を、避難訓練や日常の地域活動へどのようにつなげていくかについて、具体

的な展開方法を検討する必要がある 
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■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（西国分校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

地区防災計画策定に向けた検討の出発点をつくる 

避難所運営に関する課題（要配慮者対応・情報共有・役割分担）を整理し、計画化の論点を抽出する 

大学・地域連携による防災教育ノウハウを蓄積する 

事業内容①目標 

(参加者側) 

地域に潜む災害リスクや避難所運営上の課題に気づく 

これまでの防災活動を振り返り、今後の備えを考える視点を持つ 

多様な避難者（障害者・外国人・車椅子利用者等）への配慮の必要性を理解する 

事業内容① 

実施内容 A 

（実施日：１０/２８） 

避難訓練事前打ち合わせ・資機材体験（西国分校区） 

（実施日：2025年 10月28日） 

■具体的な取り組み内容 

西国分小学校で実施される避難訓練に向け、校区コミ

ュニティセンターにて事前打ち合わせを実施した。 

地域住民と久留米大学生 6 名が参加し、ダンボールベ

ッド・パーティションの作成実演を行うとともに、避難訓

練の流れや避難所運営の考え方について意見交換を行

った。 

■成果 

【参加者側】 

身近な資材が防寒やプライバシー確保に有効であるこ

とを具体的に理解できた 

避難訓練を「行事」ではなく「運営の準備」として捉える

視点が共有された 

【提供者側】 

学生参加による体験型防災教育の有効性を確認できた 

避難所運営に関する課題を事前に整理する機会となっ

た 

― 

事業内容① 

実施内容 B 

（実施日：１２/６） 

避難所体験研修 

（実施日：2025年 12月6日） 

■具体的な取り組み内容 

西国分小学校（体育館）を会場に、避難所体験研修を実

施した。 

障害者、外国人、車椅子利用者、車中泊希望者、ペット

同行避難者等を想定したケーススタディを用い、グルー

プごとに対応方法や配慮点について議論を行った。ま

た、プライバシー確保、食事配分、情報格差・デマ対応と

写真・図など 
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いった運営上の課題についても検討した。 

■成果 

【参加者側】 

要配慮者対応や情報伝達の難しさを具体的に理解でき

た 

「公平」よりも「納得感」を重視した運営の重要性に気づ

いた 

【提供者側】 

地区防災計画に反映すべき具体的論点（人員配置、動

線、情報管理等）が明確になった 

実践的ケースを用いた研修手法の有効性を確認できた 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

地区防災計画とのつながりが参加者に十分伝わらず、体験中心の理解に留まる場面があった 

人材や役割分担が整理されておらず、対応が属人的になりやすいことが明らかになった 

■乗り越えた方法 

振り返りの中で「計画にどう反映するか」を言語化し、論点整理を行った 

次回以降の計画化を前提とした記録を残した 

事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

西国分まちづくり協議会と合同開催とし、地域行事として位置づけた 

学生を運営側に組み込み、地域だけでは出にくい視点を取り入れた 

事業内容① 

残課題等 

地区防災計画としての構成整理・文書化が未着手である 

防災人材（住民・学生・関係者）の役割や連携体制の可視化が必要 

今後は、抽出した課題をもとに優先順位を整理し、計画案作成へ移行する必要がある 
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■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（竹野校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

地域主導の地区防災計画作成に向けた対話型ワークショップ運営ノウハウの蓄積 

住民主体の継続的防災活動推進の手法を検証・整理 

災害経験をもとにした地域課題の抽出と議論のファシリテーション技術を向上 

事業内容①目標 

(参加者側) 

自分たちの地域で起こり得る災害やリスクを把握し、地域防災計画策定への関心を高める 

避難行動や連携体制について話し合い、住民間の共通認識を深める 

地域の交流・協力の重要性を理解し、日常的なコミュニケーションの必要性を実感する 

事業内容① 

実施内容 A 

（実施日：１０/２４） 

（実施日：2025年 10月24日） 

■具体的な取り組み内容 

竹野校区コミュニティセンターにおいて「第 1 回竹野校

区コミュニティ防災推進会議」を開催。 

九州大学杉山先生による地区防災計画の基礎解説 

まちづくり振興会矢野副会長からの過去の防災活動振

り返り 

河川氾濫リスクや今年 8 月の豪雨時の対応状況を踏ま

えた課題共有 

住民間での災害時コミュニケーションの仕組みについて

議論 

コミュニティセンターを活用した日常的な防災対話の重

要性の共有 

会議後の懇親会による交流促進 

■成果（提供者／参加者） 

【提供者側】 

地域主体の防災計画づくりに向けたファシリテーション

手法を確認 

災害対応課題の抽出や議論の進行方法に関するノウハ

ウを蓄積 

【参加者側】 

災害リスクや避難行動に関する共通認識を形成 

地域内のコミュニケーションや協力の重要性を理解 

将来的な防災計画作成に向けた主体的参加意欲を醸成 

写真・図など 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

過去の災害体験に基づく具体的事例が少なく、議論が抽象的になりやすい 

議論時間が限られ、全員の意見を十分に聞き取ることが難しい場面があった 

■乗り越えた方法 

河川氾濫リスクマップや豪雨時の対応表を用いて、参加者が災害を想像しやすい工夫を実施 

小グループ討議を組み合わせ、発言機会を確保 
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事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

災害対応だけでなく、地域の日常活動や交流との関連を意識して議論を設計 

会議後に懇親会を設け、住民間のつながりを強化 

事業内容① 

残課題等 

災害時対応のシナリオをより具体化し、次回以降の議論に活かす必要がある 

参加者全員の意見を反映できる記録・共有方法の整備 

継続的に地区防災計画を更新する体制の構築 

制度面や人材確保、運営体制の整備 
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■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（竹野校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

既存の被害情報やアンケート結果を活用し、地域主体の議論を促進するファシリテーション手法を確

立する。 

地区防災計画策定に向けた論点整理のプロセスを体系化し、他校区へ展開可能な支援モデルとして

整理する。 

住民・自主防災会・大学・支援団体等の多主体連携の場づくりに関する実践的知見を蓄積する。 

災害事例（他地域含む）を活用した意識啓発手法の有効性を検証する。 

事業内容①目標 

(参加者側) 

校区内の過去災害や最新被害状況を共有し、地域のリスクを具体的に理解する。 

避難行動に関する課題（移動手段・連絡網・要支援者対応等）を明確化する。 

校区安心メール登録や災害時マイプラン作成を通じ、自助・共助の具体的行動につなげる。 

各自治区単位での防災組織構築や説明会開催に向けた合意形成を図る。 

事業内容① 

実施内容 A 

（実施日：12/19） 

■具体的な取り組み内容 

竹野校区の地区防災計画策定に向け、富本公民分館に

て会合を実施した。 

会合ではまず、校区内で過去に発生した土砂災害につ

いて、矢野氏より被害状況マップを用いた説明が行わ

れ、地域特性と災害リスクの再確認を行った。続いて、

自主防災会より2025年8月10日の大雨被害に関す

るアンケート結果が共有され、避難時の移動手段や連

絡網の課題などが整理された。 

さらに、校区安心メールおよび災害時マイプランについ

ての説明を行い、参加住民に対し登録・作成の呼びかけ

を実施した。 

その後、本事業関係者による話題提供として、YNF 吉

田氏が参加者の避難行動意向について手挙げ方式での

簡易調査を実施した。九州大学メンバーからは、８月の

土石流災害時のニュース映像や能登半島被災地での訓

練映像を共有し、事前の検討や訓練の積み重ねが実際

の避難行動につながること、計画と訓練の継続の重要

性について説明がなされた。 

会合結果を踏まえ、今後の取り組みとして、各自治区単

位での説明会実施、避難行動要支援者への具体的対応

策の検討、自治区ごとの防災組織体制の構築等が必要

であることを整理した。 

■成果（提供者／参加者） 

【提供者側】 

写真・図など 
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校区内の災害履歴と直近被害を具体的に共有すること

で、８月に被災し死者が出ている地域でもあり、地域リ

スクへの理解・意識が深まった。 

避難行動上の課題（移動支援、連絡体制、要支援者対

応）が整理され、今後の重点テーマが明確になった。 

安心メール登録やマイプラン作成の必要性について共

通認識が形成された。 

【参加者側】 

既存資料（被害マップ・アンケート結果）を活用した議論

の進め方について実践的知見を得た。 

映像資料や簡易意向調査を組み合わせることで、参加

者の主体的発言を引き出す手法の有効性を確認でき

た。 

地域内の論点を段階的に整理し、地区防災計画策定に

向けたプロセス設計の方向性を明確化できた。 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

参加者の年齢層や立場により、防災意識や具体的行動への温度差が見られた。 

要支援者対応については必要性は共有されたものの、具体的役割分担や実施体制までは踏み込めな

かった。 

各自治区単位での取り組み状況にばらつきがあり、校区全体での統一的推進が難しい状況が確認さ

れた。 

■乗り越えた方法 

手挙げ方式による簡易調査を行い、参加者自身が「自分事」として考える機会を設けた。 

他地域の災害映像や訓練事例を提示し、具体的イメージを持てるよう工夫した。 

今後の行動項目を整理し、段階的に進める方向性を示すことで合意形成を図った。 

事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

地域独自の被害マップやアンケート結果など、当事者性の高い資料を活用した点。 

映像資料を活用し、「訓練と計画が実際の避難行動につながる」ことを視覚的に伝えた点。 

一方向の講義形式ではなく、意向調査や呼びかけを取り入れた参加型の進行とした点。 

事業内容① 

残課題等 

■明らかになった課題（制度・人材・運営体制等） 

避難行動要支援者支援に関する具体的運用体制が未整備であること。 

自治区ごとの防災組織体制に差があり、人材の偏在が見られること。 

若年層の参加促進策が十分でないこと。 

■今後に向けた計画変更等 

校区全体会合だけでなく、自治区単位の小規模対話型会合を並行実施する。 

計画策定と並行して訓練実施計画を組み込み、実践と検証を繰り返す方式へ転換する。 

防災組織の役割分担を明文化し、段階的に体制整備を進める。 
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■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（安武校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

【定量目標】 

・ワークショップ 1回以上の開催 

・参加者20名以上の確保 

・具体的行動案を 10項目以上抽出 

【定性目標】 

・地区防災計画策定に向けた論点整理の枠組みを提示する 

・「あるものを活かす（ブリコラージュ）」視点の導入 

・日常時／非常時の両面から地域防災を構造化する手法を確立 

・地域資源の見える化手法の実践的検証 

事業内容①目標 

(参加者側) 

【定量目標】 

・具体的行動案の複数抽出 

・3日分の食料・水備蓄の必要性を理解する世帯の増加 

・避難所まで歩けない住民の把握 

【定性目標】 

・「日常時からの備え」が重要であるという意識の醸成 

・要支援者確認と協力体制構築の必要性の共有 

・避難場所を自ら確認し、家族と共有する行動変容 

・「100点を目指す防災」ではなく「部分点を積み重ねる防災」への意識転換 

事業内容① 

実施内容 A 

（実施日：１/６） 

■具体的な取り組み内容 

これまで地域で積み重ねてきた防災訓練、情報共有活

動、地域密着型の見守り活動等を振り返り、「既に地域

にある防災の種（人材・企業・施設・つながり）」を確認し

た。その上で、日常時と非常時の違い、安武校区に予想

される 50cm浸水を想定した具体的行動、高齢化率を

踏まえた支援体制、受け入れ体制の在り方などをテー

マに、地区防災計画の基本的な考え方を共有した。 

特に、「あるものでなんとかする（ブリコラージュ）」「モ

チはモチ屋（専門家との連携）」「早期行動」という視点

を提示し、完璧を目指すのではなく、今ある資源を活か

しながら早めに動く重要性を確認した。 

その後のグループワークでは、日常時と非常時それぞ

れの行動を具体化した。 

日常時としては、防災知識と意識の醸成、市役所との情

報共有のための教育・訓練、小学校やコミュニティセン

ターとの連携、企業とのつながりづくり、近所の人数把

写真・図など 
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握、要支援者の確認と協力体制の構築などが挙げられ

た。 

非常時としては、要支援者の安否確認、安全な避難場所

の早期判断、家族が安全に避難できる場所への移動、

避難所生活の想定体験、自宅被害の確認と写真記録、

生徒の安全確保などを整理した。 

また、「玄関先」「2 階」「さんぽ」といった身近な生活動

線の中でできる防災行動についても議論し、防災を特

別なものではなく、日常の延長線上で捉える視点を共

有する機会となった。 

■成果（提供者） 

地域の議論が抽象論に留まらず、具体的行動レベルま

で落とし込まれた。 

日常時・非常時の整理、人材の見える化、協力体制の具

体化という計画化に向けた重要な論点整理が進んだ。 

既存活動を基盤にした計画化支援のプロセス設計につ

いて実践的知見を得ることができた。 

■成果（参加者） 

これまでの活動を再確認することで、自分たちの地域

資源（人材・企業・施設・つながり）への気づきが生まれ

た。 

また、 

・3日分の食料備蓄 

・避難リュックの準備 

・避難場所の事前確認 

・家族や親戚の連絡先整理 

など、具体的な行動に落とし込める論点が整理された。 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

・要支援者情報の具体化が十分に進まなかった 

・協力体制の役割分担が曖昧なままの部分があった 

・「大丈夫」という正常性バイアスが一部に見られた 

・制度上の制約（個人情報共有）に対する理解不足 

■乗り越えた方法 

・抽象的議論を避け、「50cm浸水」など具体想定を提示 

・避難所で過ごしてみる等、体験型視点を導入 

・「100点ではなく部分点」という考え方を共有 

・地域資源の見える化を進めることで役割意識を醸成 
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事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

・日常時／非常時を分けて構造化 

・高齢化率や地域特性を踏まえた議論設定 

・「できること」から始める前向き設計 

・専門家任せにせず地域主体で考える進行 

・防災を「不安」ではなく「コミュニティ形成」と捉える視点提示 

事業内容① 

残課題等 

・地区防災計画への具体的落とし込み作業が未完了 

・要支援者台帳の整理と共有ルール整備 

・役割分担の明確化と人材の見える化 

・企業・学校との正式な連携体制構築 

・避難所運営の具体マニュアル作成 

・訓練の定期化計画の策定 

・市役所との情報共有フローの明文化 

・家族単位での備蓄率向上施策の具体化 
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■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（金丸校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

【定量目標】 

地区防災計画策定に向けた基礎資料（既存取組・課題・今後の方向性）を整理する 

若年層・医療関係者など新たな主体との接点を創出する 

【定性目標】 

既存の地域防災活動を「計画」として体系化するプロセスを確立する 

地域内の「防災の種」を可視化し、具体的活動へとつなげる支援手法を蓄積する 

住民主体の議論を引き出すファシリテーション力の向上 

事業内容①目標 

(参加者側) 

【定量目標】 

参加者の 8割以上が「地区防災計画の意義を理解できた」と回答する 

今後実施可能な具体的活動案を複数抽出する 

若年層や多様な立場の参加促進に向けた方向性を整理する 

【定性目標】 

既存の防災活動を再認識し、自信と継続意欲を高める 

平時からのつながりづくりの重要性を共有する 

「できることから始める」という主体的意識の醸成 

事業内容① 

実施内容 A 

（実施日：1/30） 

■具体的な取り組み内容 

金丸校区コミュニティセンターにて、地区防災計画作成

に向けたワークショップを開催した 

冒頭、犬童事務局長より、防災情報伝達訓練、図上訓

練、自主防災プロジェクト会議等、これまで継続してき

た取組と現状課題について説明があった。続いて弊学

チームより、地区防災計画の基本的な考え方を共有し、

「地域にある防災の種を見つけ、育て、具体的な活動へ

とつなげていく」という視点を提示した。 

後半はグループワークを実施し、「今後どのような活動

ができるか」をテーマに意見交換を行った。平時からの

関係づくりや、若い世代・仕事世代が参加しやすい仕組

みづくり、医療関係者との連携などの方向性が挙げら

れたほか、備蓄品を実際に使用する体験型訓練や 171

災害用伝言ダイヤルの活用訓練など、具体的な実践案

も提示された。 

■成果（参加者） 

これまでの活動の積み重ねを改めて確認し、金丸校区

が既に持っている強みを共有することができた。また、

地区防災計画は「新しいことを始める」だけでなく、「既

存の取組を整理・発展させる」ものであるとの理解が深

写真・図など 
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まった。 

さらに、議論は抽象論にとどまらず、具体的な行動案が

複数抽出され、参加の裾野を広げる必要性についても

共通認識が形成された。これにより、次の一歩に向けた

優先事項の整理が進んだ。 

■成果（提供者） 

既存活動が豊富な地域における計画化支援の進め方に

ついて実践的知見を得ることができた。活動の棚卸し

から計画へとつなぐプロセス設計の有効性を確認する

とともに、地域内で議論が深まり、計画策定に向けた論

点整理が進んだ。あわせて、今後優先して具体化すべき

テーマが明確になった。 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

若年層や現役世代の参加が限定的であった 

医療関係者との具体的な連携方法がまだ構想段階にとどまっている 

抽出された活動案をどの順序で実施するかの優先順位整理が十分でなかった 

■乗り越えた方法 

参加しやすい時間帯や方法（短時間開催・オンライン活用等）の検討を開始 

医療関係者との接点づくりを次回以降の具体的アクションとして整理 

出された意見を事務局側で整理し、次回会合で優先順位付けを行う方針とした 

事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

・ 既存の防災活動を否定するのではなく「積み重ねを活かす」姿勢で進行した 

・ 抽象論に終わらないよう、具体的な行動イメージを問う設計とした 

・ 参加者同士の対話時間を十分に確保し、主体的な発言を促した 

事業内容① 

残課題等 

■中間報告時点での残タスク 

抽出された活動案の優先順位付け 

地区防災計画への文章化・構造化作業 

医療関係者や若年層との具体的連携調整 

■明らかになった課題 

現役世代の参加促進に向けた仕組み設計 

多主体連携を継続的に支える運営体制の強化 

既存事業と新規取組の整理・役割分担の明確化 

■今後に向けた計画変更等 

体験型・実践型訓練を早期に実施し、計画を具体化する方向へ転換 

小規模分散型の対話機会を増やし、参加の裾野拡大を図る 

成果を見える化し、地域内で共有する仕組みを整備する 
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■事業内容 

事業内容① 地区防災計画ワークショップ（日吉校区） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

〔定量目標〕 

校区の既存防災活動の棚卸し項目を 10項目以上整理する 

計画化に向けた優先検討テーマを 3項目以上抽出する 

校区特性（高層マンション、人口構成等）に基づく具体課題を明文化する 

〔定性目標〕 

「既存活動の整理→具体化→計画化」へとつなぐ支援プロセスの実践知を蓄積する 

都市型校区（高層住宅地域）における防災課題整理手法の知見を得る 

地域主体で議論が深まるファシリテーション手法を確立する 

事業内容①目標 

(参加者側) 

〔定量目標〕 

災害時課題（備蓄・高層住宅対応・要支援者支援等）を具体論点として 5項目以上整理 

実践につながる具体行動案を 3案以上抽出 

今後検討すべき優先テーマを明確化 

〔定性目標〕 

備蓄や既存取組を「持っている資源」として再認識する 

校区特性を踏まえた現実的な防災課題への理解を深める 

日常の活動・イベントと防災を接続する視点を持つ 

事業内容① 

実施内容 A 

（実施日：1/16） 

■具体的な取り組み内容 

日吉校区会長および関係者との打ち合わせ形式で、地

区防災計画作成に向けた現状整理と課題抽出を行っ

た。 

これまでの備蓄整備や地域活動の積み重ねを出発点と

し、校区の実態に即した課題を可視化した。 

備蓄については、発電機等が実際に稼働可能な状態に

あるか、試運転や定期的な確認が必要であることを共

有し、「保有している」から「使える状態にある」への転換

を議論した。 

また、高層マンションが多い校区特性を踏まえ、停電時

の階段昇降や物資運搬の課題について具体的な意見交

換を行った。 

避難行動要支援者名簿については、現在把握を進め始

めた段階であり、登録のハードルを下げる説明資料の

整備や、日頃からの関係性づくりの必要性が議論され

た。 

さらに、防災リーダー・防災士の連携と組織化の方向

性、日吉フェスタ等のイベントで体験型防災を展開する

案など、既存活動を活かした具体化策を検討した。 

写真・図など 
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■成果（提供者） 

都市型校区における高層住宅特有の課題や、備蓄運用

の実効性確保に関する論点整理の実践知を得た。既存

活動が充実している地域において、課題を一段深掘り

し具体化へ導く支援プロセスの有効性を確認できた。 

■成果（参加者） 

これまでの取組の蓄積を再確認し、日吉校区が持つ防

災基盤を共有することができた。備蓄や名簿整備を「形

だけでなく実効性あるものにする」という視点が生ま

れ、抽象的な計画論ではなく、具体的な実践案の抽出へ

と議論が進んだ。校区特性を踏まえた優先課題が整理

され、次の一手が明確になった。 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

備蓄や名簿整備が進んでいる一方で、実効性検証（試運転・運用訓練）が十分でない 

要支援者名簿への登録に心理的ハードルがある 

高層住宅特有の課題が具体的行動計画に落とし込まれていない 

■乗り越えた方法 

「実際に使えるか」という問いで議論を具体化 

名簿登録の目的やメリットを整理し、説明資料作成の必要性を共有 

校区イベントと連動した実践機会を提案し、具体化の方向性を示した 

事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

・ 既存の取組を否定せず、「積み重ねを活かす」姿勢で議論を展開 

・ 校区特性（高層マンション）に焦点を当て、現実的課題から議論を深めた 

・ 計画論に終始せず、「試運転」「イベント活用」など具体行動へ接続 

事業内容① 

残課題等 

■明らかになった課題（制度・人材・運営体制等） 

・ 高層住宅対応に特化した運営マニュアルの未整備 

・ 名簿登録に対する心理的抵抗への対応不足 

・ 防災人材の可視化と組織化が未整理 

■今後に向けた計画変更・発展 

・ 備蓄品（発電機等）の試運転計画の具体化 

・ 避難行動要支援者名簿登録促進のための説明資料作成 

・ 防災リーダー・防災士の連携体制案の整理 

・ イベント（例：日吉フェスタ）を活用した体験型防災の導入 

・ 備蓄・電源運用の実践訓練を計画に組み込む 

・ 平時の関係性づくりを地区防災計画の柱の一つとして明文化 

 

 

 

 

 



75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



80 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



82 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



83 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



84 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



90 

 

■事業内容 

事業内容②：避難訓練（障害者対象） 

事業内容②目標 

(提供者側) 

視覚障害者に対応した避難訓練の方法・ノウハウを蓄積する 

さわるハザードマップなど教材作成・運用の知見を整理し、今後の実施に活かす 

災害時における多様な参加者の意見や行動パターンを収集・分析し、普及・改善に反映する 

事業内容②目標 

(参加者側) 

視覚障害者など、多様な立場での避難行動や情報取得の方法を理解 

災害時の自らの行動や周囲への協力について考えるきっかけを得る 

さわるハザードマップを通じて、地域の危険箇所や避難先について共通理解を深める 

事業内容② 

実施内容 A 

（実施日：１２/７） 

（実施日：2025年 12月7日） 

■具体的な取り組み内容 

会場：子育て交流プラザくるるん 

参加者：視覚障害のある当事者と支援者 

「さわるハザードマップ作り」のワークショップを実施 

地図を触りながら、自宅・避難所・目印となる建物や場

所を確認 

指定避難所以外の避難先や小規模な川など地域の「生

きた情報」を共有 

地図を共通の媒体とし、日常生活や災害時の困りごと

なども話し合い 

■成果（提供者／参加者） 

【提供者側】 

障害者視点の情報整理や地図活用のノウハウを蓄積 

避難訓練や防災教材作成の改善点・工夫点を把握 

【参加者側】 

視覚障害者が触覚で把握できる避難情報の理解を深め

る 

災害時の行動の選択肢や生活上の配慮点を学ぶ 

地域の危険箇所や避難先に関する情報を共有し、共通

理解を得る 

写真・図など 

事業内容②を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

会場情報の事前確認不足により、施設名や設備の確認が不十分 

初めて参加する障害者当事者にとって、地図の使い方の理解に時間を要した 

■乗り越えた方法 

当日現地を訪問し、必要な設備や配置を調整 

支援者が個別にサポートし、触覚による地図理解を補助 

事業内容②を実施す

る上で工夫した点 

地図を共通媒体として使用し、視覚障害者と健常者の対話を促進 

日常生活の困りごとや地域情報も共有する時間を確保 

ワークショップ形式で参加者が主体的に意見を出せる環境を整備 
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事業内容② 

残課題等 

施設や会場に応じた事前確認の徹底 

さわるハザードマップの精度向上と地域全体への普及 

外国人参加者への言語・情報サポート方法の検討 

災害時の支援体制・人材配置の計画策定 
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■事業内容 

事業内容②：防災教育プログラム（子ども・親子防災） 

事業内容②目標 

(提供者側) 

子ども・親子向けの体験型防災教育プログラムの実践知を蓄積する 

「作る・比べる・持ち帰る」構成による、防災を自分ごと化する手法を検証する 

学校・地域行事（土曜塾）と連携した防災教育モデルを構築する 

事業内容②目標 

(参加者側) 

災害時に必要な備え（明かり・トイレ）について、体験を通して理解する 

防災を家庭に持ち帰り、親子で話し合うきっかけを得る 

「自分の身を守るためにできること」を考える視点を育む 

事業内容② 

実施内容 A 

（実施日：１１/２９） 

子ども向け防災ワークショップ（LED ランタン・簡易トイ

レ） 

（実施日：2025年 11月29日） 

■具体的な取り組み内容 

大城校区で開催された「土曜塾 防災イベント」に参加

し、子ども 51 名を対象に体験型防災ワークショップを

実施した。 

LEDライトとペットボトルを使ったランタン作りでは、水

あり・水なしを比較し、光の広がり方や明るさの違いを

体感してもらった。 

続いて、災害時に重要となるトイレ確保について説明

し、家庭で備えとして活用できる簡易トイレを制作・持ち

帰ってもらった。 

■成果 

【参加者側】 

災害時の「明かり」「トイレ」の重要性を、体験を通して理

解できた 

作成した防災用品を家庭に持ち帰ることで、防災を身

近なものとして捉えるきっかけとなった 

【提供者側】 

子ども向けには「比較」「体験」「持ち帰り」が理解促進に

有効であることを確認できた 

土曜塾との連携により、多くの子どもに防災教育を届

ける手法を蓄積でき 

写真・図など 

事業内容②を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

防災の背景説明を簡潔にしないと、子どもの集中が続かない場面があった 

親の参加度に差があり、家庭内での共有度合いにばらつきが生じる可能性がある 

■乗り越えた方法 

説明を最小限にし、「見て・触って・比べる」体験を中心に進行した 

持ち帰り品を通じて、家庭での会話につながる導線を確保した 
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事業内容②を実施す

る上で工夫した点 

難しい防災知識ではなく、身近な材料を使った体験型プログラムとした 

完成品を持ち帰れる構成とし、家庭内での防災意識の波及を意識した 

事業内容② 

残課題等 

親子参加型としての関わり方を、より意図的に設計する必要がある 

年齢差に応じたプログラム難易度の調整が今後の課題である 

単発で終わらせず、継続的な学びにつながる仕組みづくりを検討する必要がある 
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■事業内容 

事業内容②：防災教育プログラム（防災クエスト「キッズ防災士になろう！」） 

事業内容②目標 

(提供者側) 

子ども・親子向けの体験型防災教育プログラムの実践知を蓄積する 

「自助・共助」を体験的に学ぶ防災教育モデルを検証する 

学校・地域行事（土曜塾）と連携した防災教育モデルを構築する 

事業内容②目標 

(参加者側) 

災害時に命を守るための行動や備えについて理解する 

防災を「知識」ではなく「自分ごと」として捉える視点をもつ 

地域の一員として、防災・減災に関わろうとする意識を育む 

事業内容② 

実施内容 A 

（実施日：1/24） 

防災クエスト「キッズ防災士になろう！」 

実施日：2026年 1月 24日(土)10：00～11：30 

実施場所：荘島校区コミュニティセンター（和室・屋外） 

対象：小学生（学年混合） 約 10名 

■具体的な取り組み内容 

荘島校区コミュニティセンターにて、小学生を対象とした体験型防災

教育プログラム「防災クエスト『キッズ防災士になろう！』」を実施し、

「自分ごと」として防災を捉えることを重視して、以下の流れで活動

を行った。 

・オリエンテーションにて、防災が特別な人のものではなく、自分にも

できる行動があることを共有 

・災害の種類や災害情報について、専門用語を避けた短時間の講義

を実施 

・自助の学びとして、防災マップ作りや持ち出しバッグチェックを行

い、自分や家族の行動を具体的に考える活動を実施 

・共助の学びとして、避難所を想定したゲーム形式のワークを行い、

思いやりや役割分担について話合う 

・防災スキル体験として、火おこし体験および水ろ過体験を行い、非

常時に役立つ基本的な技術を体験 

・最後にふりかえりと認定式を行い、学びを言語化して締めくくった 

■成果 

【参加者側】 

災害時の行動や備えについて、体験を通して具体的に理解すること

ができた 

「自分にもできる役割がある」という認識を持ち、防災を前向きに捉

える姿が見られた 

家族と防災について話し合うきっかけを得ることができた 

【提供者側】 

防災教育においては、短い講義と体験活動を組み合わせる構成が有

効であることを確認できた 

写真・図など 
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自助・共助を分けて体験させることで、子どもが防災を多面的に理

解しやすくなることが分かった 

少人数・学年混合での実施が、意見交流を促進することを確認でき

た 

事業内容②を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

防災に関する背景説明が長くなると、子どもの集中が続きにくい場面があった 

学年差により、活動の理解度や発言量に差が生じる場面が見られた 

■乗り越えた方法 

説明は最小限にし、「考える・選ぶ・話す」体験を中心に進行した 

正解を求めるのではなく、「なぜそう考えたのか」を聞き取る関わりを意識した 

事業内容②を実施す

る上で工夫した点 

専門的な防災知識ではなく、身近な地域や生活を題材にした内容とした 

ゲーム形式や体験活動を多く取り入れ、楽しさと学びの両立を図った 

子どもを「未来の被災者」ではなく「未来の支え手」として扱う視点を大切にした 

事業内容② 

残課題等 

年齢差に応じた活動難易度の調整が今後の課題である 

単発の体験にとどまらず、継続的な防災学習につながる仕組みづくりが必要である 

家庭や地域とより強く接続するプログラム設計を検討する必要がある 
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■事業内容 

事業内容②：防災教育プログラム（楽しく体験して学ぼう！「防災クエスト」） 

事業内容②目標 

(提供者側) 

子ども・親子向けの体験型防災教育プログラムの実践知を蓄積する 

ブース型・スタンプラリー形式による防災教育モデルを検証する 

「キッズ防災士」が活躍する学び合い型防災教育の手法を構築する 

学校・地域行事（土曜塾）と連携した防災教育モデルを構築する 

事業内容②目標 

(参加者側) 

災害時に必要な行動や備えについて、体験を通して理解する 

防災を「知る」だけでなく、「考え、行動する」ものとして捉える 

地域の中で助け合う防災・減災の視点を育む 

事業内容② 

実施内容 B 

（実施日：2/14） 

楽しく体験して学ぼう！「防災クエスト」 

実施日：2026年 2月 14日(土)15：00～17：00 

実施場所：荘島小学校（体育館・校庭） 

対象：小学生以下（親子）、小学生、地域住民  人数：１3０名程度 

■具体的な取り組み内容 

荘島小学校を会場に、親子および小学生を対象とした体験型防災イ

ベント「楽しく体験して学ぼう！防災クエスト」を実施した。 

会場内には複数の防災体験ブースを設置し、参加者はスタンプラリ

ー形式で各ブースを巡りながら、防災に関する体験活動に取り組ん

だ。主な体験内容は以下の通りである。 

・ダンボール迷路を避難経路に見立てた防災クイズ体験 

・防災マップ作りによる、地域の避難所や危険箇所への理解 

・非常時持ち出しバッグや防災グッズの展示見学 

・簡易避難所の再現展示（一般・要配慮者の違いの比較） 

・避難所カードゲームや防災グッズ作り等の共助体験 

・火おこし体験、水のろ過体験、救急救命（簡易 AED）体験 

・地震体験車・消防車展示、炊き出し体験 

また、1月24日の防災クエストで認定された「キッズ防災士」が一部

ブースの案内補助を担当し、子ども同士の学び合いが生まれる運営

とした。 

■成果 

【参加者側】 

防災に関する知識を、遊びや体験を通して自然に身につけることが

できた 

避難行動や備えについて、自分や家族の行動を考えるきっかけとな

った 

年齢の異なる子ども同士の関わりを通して、助け合いの意識が育ま

れた 

【提供者側】 

写真・図など 
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スタンプラリー形式により、参加者が主体的に体験へ取り組む様子

が見られた 

キッズ防災士が関わることで、学びが一方向にならず、子ども同士

の対話が促進された 

大規模会場におけるブース型防災教育の運営手法を蓄積することが

できた 

 

事業内容②を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

年齢層が幅広く、一部の体験では理解度に差が生じた 

来場者数が多く、ブースによっては待ち時間が発生した 

■乗り越えた方法 

小学生以下の児童には見学のみで参加できるブースを設け、無理なく体験できる構成とした 

スタッフおよびキッズ防災士が柔軟に声かけを行い、滞留の調整を行った 

事業内容②を実施す

る上で工夫した点 

難しい防災知識ではなく、体を動かしながら学べる体験を中心に構成した 

防災を難しいものにせず、楽しく前向きに学べる雰囲気づくりを重視した 

子どもを「未来の被災者」ではなく「未来の支え手」として扱う視点を徹底した 

事業内容② 

残課題等 

年齢や理解度に応じた体験内容のさらなる段階化が必要である 

単発イベントにとどまらず、継続的な防災学習につながる導線づくりが課題である 

家庭や地域と連動した防災教育への発展を検討する必要がある 
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■事業内容 

事業内容②：防災教育プログラム（炊き出し講座） 

事業内容①目標 

(提供者側) 

・多様な地域環境・設備条件に応じた炊き出し運営ノウハウを蓄積する 

・高温時・長時間提供・大量調理など、災害時に想定されるリスクへの対応力を高める 

・LPガス・非常用発電機など、地域インフラを活用した実践的訓練モデルを構築する 

・地域住民・学生・企業・行政など、多主体協働による炊き出し体制の確立 

・住民主体の運営モデル（役割分担・調理指導・衛生管理）の標準化 

・不確実な状況下での意思決定・オペレーション構築力の向上 

事業内容①目標 

(参加者側) 

・災害時に必要な「自助・共助」の理解を深め、地域での役割を自覚する 

・大鍋調理・衛生管理・火力調整など、炊き出しに必要な実践スキルを習得する 

・多世代・多文化協働を通じた地域コミュニティ力の向上 

・災害時の限られた資源での調理（寄付食材活用等）を体験し、応用力を高める 

・行政設備（LPガスバルク供給システム等）の理解を深め、地域防災力を強化する 

・学生にとっては、企画・運営・改善のプロセスを学ぶ実践教育の機会となる 

事業内容① 

実施内容 A 

（実施日：10/26） 

篠山校区炊き出し（第 1回） 

■具体的な取り組み内容 

篠山小学校にて地域社協と協働し、住民提供の食材を

用いてカレー250 食を炊き出し。住民主体の調理体制

を構築し、白米の炊飯方法を「エバト方式」に変更 

■成果 

・提供者側：高温下での温度管理ノウハウを獲得。住民

主体運営のモデルを確立 

・参加者側：調理技術の習得、地域連携の強化、役割分

担の経験値向上 

写真・図など 

 

別紙添付 

事業内容① 

実施内容 B 

（実施日：11/16） 

かなマルシェ（金丸校区）（第 2回） 

■具体的な取り組み内容 

地域住民と協働し 200 食を提供。調理・販売の大部分

を住民が担当し、提供者は見守り役に徹した 

■成果 

・提供者側：住民主体運営の成熟度を確認 

・参加者側：調理・販売の実践経験を獲得し、地域の協働

意識が向上 

写真・図など 

 

別紙添付 
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事業内容① 

実施内容C 

（実施日：11/23） 

旧青峰小学校「わっしょい2025」（第 3回） 

■具体的な取り組み内容 

中学生ボランティアやネパール出身の元カレー店経営

者と協働し、カレー200食を提供 

■成果 

・提供者側：多文化・多主体協働の運営モデルを確立 

・参加者側：専門知識を学び、地域外の人材との協働経

験を獲得 

写真・図など 

 

別紙添付 

事業内容① 

実施内容D 

（実施日：12/4） 

久留米ガス炊き出し訓練（第 4回） 

■具体的な取り組み内容 

LP ガスを使用した炊き出し訓練を実施し、社員昼食と

して 100食を提供。ラグビーチーム関係者も視察 

■成果 

・提供者側：LPガス使用時の火力・分量調整の知見を蓄

積 

・参加者側（企業）：災害時の炊き出し運営の理解が深ま

り、企業防災力が向上 

写真・図など 

 

別紙添付 

事業内容① 

実施内容 E 

（実施日：10/26） 

竹野校区（第5回） 

■具体的な取り組み内容 

住民主体の防災炊き出しとして 145食を提供 

男性住民や子どもが積極的に参加し、多世代協働を実

現 

■成果 

・提供者側：長時間開催時の衛生管理・提供方法（プッシ

ュ型）のノウハウを獲得 

・参加者側：地域の防災意識が向上し、子どもを含む多

世代の役割参加が促進 

写真・図など 

 

別紙添付 

事業内容① 

実施内容 F 

（実施日：10/26） 

くるめウス（第6回） 

■具体的な取り組み内容 

学生主体で寄付食材を活用したパエリア炊き出しを実

施 

不確実な状況下での即興的オペレーションを構築 

■成果 

・提供者側：不確実性への対応力・意思決定力が向上 

・参加者側（学生）：企画・調理・運営の全工程を経験し、

災害対応力が向上 

写真・図など 

 

別紙添付 
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事業内容① 

実施内容G 

（実施日：10/26） 

みずま総合支所（第 7回） 

■具体的な取り組み内容 

災害対応型LPガスバルク供給システムと非常用発電機

を活用し、行政・企業・市民団体の三者合同訓練を実

施。100食を提供。 

■成果 

・提供者側：行政設備を活用した実践的訓練モデルを確

立 

・参加者側（行政）：設備操作の理解が深まり、災害対応

力が向上 

写真・図など 

 

別紙添付 

事業内容①を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題 

・高温下でのカレー腐敗リスク 

・事前準備数の不足・需要予測の難しさ 

・後片付けに住民・職員が関われないケース 

・学生企画の不在・備品不足などの運営トラブル 

・LPガス使用時の火力調整・分量見積もりの難しさ 

・長時間開催時の衛生管理と在庫管理 

・容器サイズ・数量のミスマッチ 

■乗り越えた方法 

・鍋の移動・日陰確保・短時間提供などの温度管理強化 

・放送・拡声器による迅速な配布促進 

・プッシュ型配食で長時間提供の衛生リスクを軽減 

・予備備品・釣銭セットの投入で運営を継続 

・追加火入れ・蒸らし工程の調整で品質を確保 

・予行練習で分量を再計算し、本番に反映 

・住民・学生・企業・行政の役割を明確化し、協働体制を強化 

事業内容①を実施す

る上で工夫した点 

・住民主体の運営を徹底し、提供者は「支援・見守り役」に徹する 

・多文化・多世代の協働を促す仕組みを導入 

・災害時を想定し、あえて不確実な状況での調理・運営を実施 

・LPガス・発電機など、地域インフラを活用した実践的訓練を組み込む 

・役割分担（ご飯・カレー・福神漬け等）を明確化し、混乱を防止 

・防災講話を組み込み、単なる炊き出しで終わらせない教育型プログラムへ発展 

・記念撮影や交流時間を設け、参加者の連帯感を醸成 

事業内容① 

残課題等 

■明らかになった課題 

・高温・長時間提供時の衛生管理体制の強化 

・需要予測の精度向上と、提供終了時間までの在庫維持 

・後片付けを含む住民・職員の役割分担の明確化 

・LPガス設備の運搬・設置体制の確立（専門業者依存からの段階的自立） 
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・外部団体との連携時の備品仕様・数量の事前照合フローの整備 

・特殊設備（LPガスバルク供給システム）の操作スキル継承 

・地域ごとの設備差を踏まえた独自の炊き出し体制構築 

■今後に向けた計画変更 

・事前調査・参加者数予測の仕組みを導入し、食数計画を精緻化 

・住民・学生・企業・行政の役割分担を標準化した「炊き出し運営マニュアル」を作成 

・設備の有無に応じた複数の炊き出しモデル（LPガス型／薪型／移動式ガス型）を整備 

・事前照合チェックリストを作成し、備品・資材のミスマッチを防止 

・後片付けまで含めた「完全版オペレーションフロー」を構築 

・高温期の衛生管理マニュアルを強化し、温度管理の基準を明確化事前参加把握の仕組み導入 

季節別運営マニュアル作成 

地域リーダー育成型講座への発展 
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事業内容②：避難訓練（防災講座（専門家）） 

事業内容②目標 

(提供者側) 

専門的知見を活かした思考型防災教育（判断・意思決定）の実践手法を蓄積する 

学校現場と連携した防災講座の運営ノウハウを整理する 

ワークショップ形式による参加型防災教育の効果を検証する 

事業内容②目標 

(参加者側) 

地震災害を「自分事」として捉え、事前に考える姿勢を身につける 

災害時に正解のない判断を迫られる場面があることを理解する 

他者の考えを知り、多様な視点から判断する力を養う 

事業内容② 

実施内容 A 

（実施日：１２/５） 

防災講座（クロスロード・ワークショップ） 

（実施日：2025年 12月5日） 

■具体的な取り組み内容 

久留米市立諏訪中学校において、防災学習の一環とし

て、地震災害をテーマにした「クロスロード」を用いたワ

ークショップを実施した。 

東日本大震災から15年という節目を踏まえ、災害を実

感しにくい世代に対し、災害時の判断や選択を疑似体

験する機会を提供した。 

提示された事例に対して「YES／NO」で意思表示を行

い、その理由を共有しながら、生徒同士および教員も交

えた意見交換を行った。 

■成果 

【参加者側】 

災害時には明確な正解がない判断が求められることを

理解するきっかけとなった 

自分とは異なる考え方や立場に触れ、判断の多様性を

学ぶことができた 

【提供者側】 

中学生を対象とした思考型防災教育において、クロス

ロード手法が有効であることを確認できた 

教員参加型とすることで、多角的な視点を引き出す運

営方法の知見が得られた 

写真・図など 

事業内容②を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

災害経験のない世代に対し、災害の切迫感をどう伝えるかが課題となった 

限られた時間の中で、十分に意見を深めきれない場面があった 

■乗り越えた方法 

実際に起こり得る具体的な場面設定を用い、想像しやすい構成とした 

全体発表と小グループ討議を組み合わせ、発言機会の確保を図った 

事業内容②を実施す

る上で工夫した点 
正解を示すのではなく、「考えるプロセス」を重視した進行とした 
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生徒だけでなく教員も参加する形式とし、視点の広がりを意識した 

事業内容② 

残課題等 

学年や発達段階に応じた問いの難易度調整が今後の課題である 

単発で終わらせず、継続的な防災学習につなげる仕組みづくりが必要である 

学校側との役割分担や実施体制の整理を進める必要がある 
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■事業内容 

事業内容②：避難訓練（防災講座（専門家）） 

事業内容②目標 

(提供者側) 

【定量目標】 

・小学 6年生を対象に 1回以上の防災講座を実施 

・ワークシート回収率 100％ 

・児童全員が「守りたい大切なもの」と「守る方法」を 1つ以上記述 

【定性目標】 

・「未来へのメモワール」の実践知の蓄積 

・価値起点型（Whatの前にWhy）の防災教育モデルの確立 

・学校連携型防災教育プログラムの実施ノウハウ蓄積 

・写真使用・個人情報配慮を含む運営体制の標準化 

事業内容②目標 

(参加者側) 

【定量目標】 

・児童全員が「大切なもの」を 1つ以上明確化 

・具体的な備え（持ち出し袋準備・家族との話し合い等）を各家庭で 1つ以上実践 

【定性目標】 

・「何のために防災をするのか」を主体的に理解する 

・日常生活と災害リスクを結びつけて考えられるようになる 

・家族との防災対話のきっかけを創出する 

・防災を“知識”ではなく“価値を守る行動”として捉える視点を育む 

事業内容② 

実施内容 B 

（実施日：1/19） 

防災講座 

■具体的な取り組み内容 

金丸小学校 6 年生を対象に、高知県等で実施されてい

る防災教育プログラム「未来へのメモワール」を実施し

た。 

本講座は「ふだん」「まさか」「もしも」の 3 つのキーワー

ドを軸に構成し、災害で失いたくない「大切なもの」を自

分の生活から見つけ、その守り方を具体化することを

目標とした。 

まず「ふだん」を振り返る活動として、日常生活の内容

を書き出すワークを実施。次に「まさか」を知る活動とし

て、失いたくないものとその理由を整理した。「ふだん」

の中にある大切なものを把握することが備えの出発点

であることを共有した。 

最後に「もしも」を考える活動として、「まさか」を「もし

も」に変える視点から、災害時に何をどう守るかを具体

化するワークを実施した。 

児童からは、 

・ペット用持ち出し袋の準備 

写真・図など 
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・予備バッテリーの準備 

など、生活実感に根ざした具体的な備えが挙げられた。 

本講座では、防災知識の詰め込みではなく、「なぜ防災

をするのか」という原点に立ち戻る設計とした。 

技術偏重型ではなく、 

・価値→行動 

という順序で構成し、防災マニア化を目的とせず、「守り

たいもののために何をするか」を考える構造を重視し

た。 

写真については、金丸小学校樋口先生に確認の上、個

人情報に配慮したもののみ共有している。 

■成果 

【参加者側】 

・児童が「防災＝命を守る」だけでなく、「大切なものを

守る行動」として再定義できた。 

・家族と話し合おうと思う、備えを始めようと思う等、行

動意欲の向上が確認できた。 

・「夜ご飯が当たり前に食べられるとは限らない」といっ

た日常の価値への気づきが生まれた。 

・日常の延長線上で災害を捉える思考が育まれた。 

【提供者側】 

・価値起点型防災教育の実践モデルを地域で展開でき

た。 

・学校現場で実施可能なプログラム構成の検証ができ

た。 

・児童の発言から、主体的思考を引き出す設計の有効性

を確認できた。 

・親子波及型防災教育の可能性を実証できた。 

事業内容②を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

・保護者への直接的な波及効果の測定が未実施 

・講座後の行動変容の追跡ができていない 

・防災キャンプ形式への発展までは至っていない 

■乗り越えた方法 

・家庭で話し合うことを促す設計とした 

・具体行動を書き出すワークを実施し行動化を促進 

・学校との事前調整により円滑な実施体制を整備 

事業内容②を実施す

る上で工夫した点 

・専門知識よりも価値観に焦点を当てた構成 

・「ふだん→まさか→もしも」という理解しやすい構造 
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・児童の生活実感に即した具体例の共有 

・否定しない対話型進行 

・写真共有における個人情報配慮の徹底 

事業内容② 

残課題等 

・講座後の家庭内実践状況のフォローアップ未実施 

・保護者向け説明資料の整備が必要 

・親子防災キャンプ形式への発展設計が未完了 

・継続実施のための学校側との年間連携計画未策定 

・効果測定指標（行動変容・備蓄実施率等）の設定が必要 

【今後の計画変更・発展案】 

・親子合同ワークショップの実施 

・防災キャンプ形式での体験型学習導入 

・家庭用「未来へのメモワール」ワークシート作成 

・継続的学校連携プログラム化 
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■事業内容 

事業内容②：避難訓練（防災講座（専門家）） 

事業内容②目標 

(提供者側) 

【定量目標】 

・外部講師を招聘した防災講演会を 1回以上実施 

・中学生を対象とした対面形式の防災教育機会を創出 

・講演後の質疑応答時間を確保し双方向性を担保 

【定性目標】 

・被災体験を基軸とした実践的防災教育モデルの検証 

・学校との連携体制の強化 

・「伝承型防災教育」の地域展開ノウハウの蓄積 

・避難行動の本質を伝える教育プログラムの充実 

事業内容②目標 

(参加者側) 

【定量目標】 

・講演を通じて具体的な避難行動の重要性を理解する 

・質疑応答を通じ主体的に防災について考える機会を持つ 

【定性目標】 

・東日本大震災の実体験を通して災害を「自分事」として捉える 

・「てんでんこ」の教えの意味を理解し、即時避難の重要性を認識する 

・今後の避難訓練の意義を再確認する 

・命を守る判断の重みを実感する 

事業内容② 

実施内容 B 

（実施日：２/６） 

防災講座 

■具体的な取り組み内容 

岩手県釜石市より川﨑杏樹氏を招聘し、東日本大震災

津波を中学2年生で経験された当時の体験について講

演を実施した。 

講演では、津波発生時の避難の状況やその時の判断、

実際の写真を交えながら約 45 分間お話しいただい

た。 

特に、岩手県に伝わる「てんでんこ（家族も各自が一刻

も早く高台へ逃げる）」という教えについて紹介があり、

この教えが多くの命を救ったことが共有された。 

講演後には生徒からの質問もあり、体験に基づく具体

的な対話が行われた。 

本講演は、オンラインではなく対面で実施することによ

り、講師の言葉や表情、空気感を直接感じられる環境を

整えた。 

被災経験者の語りを通じ、教科書的知識では伝わりに

くい「その瞬間の判断」や「迷い」「恐怖」を共有すること

ができた。 

写真・図など 
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■成果 

【参加者側】 

・実体験に基づく話を対面で聴くことで、災害をより現

実的に捉えることができた。 

・「てんでんこ」の意味を通じて、迷わず避難する重要性

を理解した。 

・今後の避難訓練の意義や本気度について再認識する

機会となった。 

・防災を知識としてではなく「命を守る判断」として考え

る契機となった。 

【提供者側】 

・被災地と学校を直接つなぐ教育機会を創出できた。 

・対面型伝承教育の有効性を確認できた。 

・学校現場における避難訓練の質向上につながる示唆

を得た。 

・外部講師招聘に関する調整・運営ノウハウを蓄積でき

た。 

事業内容②を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

・講演後の継続的な振り返りプログラムが未実施 

・家庭への波及効果の把握ができていない 

・単発講演にとどまり、体験型学習との接続が十分ではな 

■乗り越えた方法 

・質疑応答の時間を確保し双方向性を担保した 

・学校側と事前調整を行い、講演の意図を共有した 

・今後の避難訓練に活かすことを前提に実施した 

事業内容②を実施す

る上で工夫した点 

・被災体験を直接伝える対面形式を採用 

・写真を活用し具体性を高めた 

・中学生世代に近い当時の体験談を共有することで共感性を高めた 

・「てんでんこ」という明確なキーワードで避難原則を伝えた 

事業内容② 

残課題等 

・講演後の振り返りワークの導入が未実施 

・家庭や地域への波及測定が未実施 

・体験型プログラム（キャンプ・避難体験）との接続設計が必要 

・継続的な伝承教育の年間計画未策定 

【今後の計画変更・発展案】 

・講演＋避難シミュレーションのセット化 

・「てんでんこ」をテーマにした校内ワークショップの実施 

・親子向け講演・対話の機会創出 

・避難訓練の質的評価指標の導入 
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■事業内容 

事業内容④：成果整理・普及 

事業内容④目標 

(提供者側) 

コンソーシアムやワークショップの運営を通じ、成果整理・普及に関するノウハウを蓄積する 

他地域・他校区事例を整理し、自団体の防災教育・福祉連携の改善点を把握する 

成果を文書化・報告し、地域や関係機関への普及・共有の方法を確立する 

事業内容④目標 

(参加者側) 

地域防災に関する学びや気づきを整理し、他の住民や関係者に伝える力を向上させる 

防災×福祉の視点を日常の活動や地域の取り組みに活かす意識を醸成する 

学んだ内容を地域内で共有し、防災活動や協働の実践に繋げる 

事業内容④ 

実施内容 A 

（実施日：11/4） 

（実施日：2025年 11月 4日） 

■具体的な取り組み内容 

会場：久留米シティプラザ 

参加者：久留米市関係者、地域包括支援センター、介護・

福祉事業者等 

株式会社「かんがえる防災」高木敏行氏による他地域の

自主防災組織や机上訓練事例の紹介 

九州大学 杉山先生による地区防災計画の位置づけ解

説 

「クロスロード」ワークショップの実施（災害時の判断・選

択体験） 

参加者間で福祉や避難、電力・排泄環境などの課題に

ついて質疑・ディスカッション 

自主防災組織と行政の連携方法の検討 

■成果（提供者／参加者） 

【提供者側】 

コンソーシアム運営やワークショップの進行ノウハウを

蓄積 

地域課題の抽出・整理方法を確認 

【参加者側】 

災害時の福祉課題や日常防災活動の重要性を理解 

クロスロード体験による意思決定の多様性理解 

地域・組織間連携の必要性を認識 

写真・図など 

事業内容④ 

実施内容 B 

（実施日：12/10） 

（実施日：2025年 12月 10日） 

■具体的な取り組み内容 

会場：久留米シティプラザ（ハイブリッド形式） 

参加者：地域住民、行政、福祉関係者、学校関係者、企業、市民団体等（約 50名） 

福知山公立大学 大門大朗氏による「デイサービス避難」事例報告 

竹野校区まちづくり振興会副会長 矢野氏による地域防災リーダー事例報告 

九州大学 杉山高志先生によるディスカッション：「自分の立場でできること」をテーマに意見交換 
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高齢者見守りの仕組み化 

福祉・学校・企業・行政の連携 

日常の助け合いの土壌づくり 

■成果（提供者／参加者） 

【提供者側】 

成果の整理と共有方法を確立 

他地域・他校区事例の知見を整理し、今後の普及活動に活かす 

【参加者側】 

日常生活の延長としての避難訓練の重要性を理解 

災害時の支援対象（高齢者・医療的ケア・子ども等）の課題認識を向上 

地域住民や関係機関の協働の重要性を理解 

学んだ内容を地域内で共有する意識を醸成 

事業内容④ 

実施内容C 

（実施日：1/13） 

（実施日：202６年 1月１３日） 

■具体的な取り組み内容 

官民コンソーシアムの会合に参加し、事業所 BCP に関

する報告および、ミーツ株式会社 成田智哉氏による

「共助型困りごと解決プラットフォーム」の事例発表を拝

聴した。 

特に以下の観点について整理・検討を行った。 

・事業所BCPの実効性と地域連携の必要性 

・LINE等を活用した共助型プラットフォームの仕組み 

・アナログな地域課題をデジタル化し可視化する意義 

・「まちづくり as a Service」という概念 

・平時のつながりが有事の防災対応力を高めるという

考え方 

会全体を通して、「いかに繋がっていくか」というコンソ

ーシアムのキーワードを軸に、有意義な報告および議論

が展開された。 

参加内容を内部共有資料として整理し、 

・自団体の防災教育事業との接続点 

・地域連携強化に向けた示唆 

・デジタル活用の可能性 

を抽出し、今後の事業計画へ反映するための検討材料

とした。 

■成果（提供者側） 

本会への参加を通じて、 

・防災を単体事業として捉えるのではなく、「交通・福

祉・防災を横断する地域共生社会 DX」という視点を獲

写真・図など 
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得した 

・事業所 BCP を地域ネットワークの中で位置づける重

要性を再認識した 

・共助型プラットフォームという具体的モデルを参考

に、自団体事業への応用可能性を整理できた 

結果として、成果整理および今後の事業展開に向けた

方向性の明確化につながった。 

■成果（参加者側） 

・官民・企業・地域団体が横断的に議論する場の意義が

共有された 

・共助型プラットフォームという具体事例により、「繋が

りの設計」が防災力向上につながることへの理解が深

まった 

・単なる災害対応ではなく、平時からの関係構築の重要

性が明確になった 

事業内容④を実施す

る中で発生した課題

や失敗点 

■発生した課題や失敗点 

・大人数参加による意見共有の時間不足 

・初参加者には災害体験が少なく、具体的議論が難しい場面があった 

・先進事例のスケール（北海道厚真町等）と自地域の規模・制度環境との差異をどのように整理するか

が課題となった 

・共助型モデルをそのまま導入するのではなく、地域特性に応じた再設計が必要であることが明らか

になった 

■乗り越えた方法 

・具体的事例や道具を提示して理解促進 

・ファシリテーターによるディスカッションの発言機会の均等 

・事例を「そのまま導入するモデル」としてではなく、「考え方・構造を学ぶ事例」として整理 

・仕組み・思想・連携方法の抽出に重点を置き、自団体への応用可能性を再検討した 

事業内容④を実施す

る上で工夫した点 

・成果整理・普及に向け、記録・文書化を重視 

・クロスロードワークや事例紹介により参加者の理解を促進 

・ディスカッション時間を十分確保し、多様な意見を収集 

・手話通訳を配置することで、聴覚障害の方が参加することができた 

・単なる聴講で終わらせず、「自団体の防災教育事業とどう接続するか」という視点で参加した 

・事業所BCP、共助、DX、地域連携というキーワードを横断的に整理した 

・「平時の共助が有事の防災につながる」という構造に着目し、自事業の位置づけを再確認した 

事業内容④ 

残課題等 

・コンソーシアム成果を地域防災計画や日常活動に反映する方法の検討 

・災害時福祉支援の具体策（電力、排泄、介護等）の整理 

・成果の地域・関係機関への継続的な普及 

・制度・人材・運営体制の整備、地域間連携の強化 
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■中間報告時点での残タスク 

・事業所BCPと地域連携の具体的接続モデルの整理 

・共助型プラットフォーム活用可能性の検討 

・成果の外部発信方法の検討 

■明らかになった課題（制度・人材・運営体制等） 

・地域内の情報共有基盤の不足 

・デジタル活用に対応できる人材の確保 

・官民間の継続的対話の場の構築 

・単年度事業に終わらせない継続体制の確立 

■今後に向けた計画変更 

・防災教育事業を「炊き出し」や「講演」に限定せず、地域連携モデルの検討まで拡張する 

・平時のつながりづくりを意識したプログラム設計へ転換 

・コンソーシアムで得た知見を事業報告書や次年度計画に反映する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


